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はじめに

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、県内でも病魔と闘う感染者や最前線で治

療にあたる医療従事者並びにこれら家族、更には他の都道府県からの来訪者等に対し

て、デマが拡散されたり、差別や偏見、心無い誹謗中傷など、人権が脅かされる事例

が多く見受けられています。こうした行為は当事者を深く傷つけ、平穏な社会生活を

送る妨げになるのみならず、積極的疫学調査をはじめ感染症拡大防止への協力が得に

くくなるなど、県を挙げて克服すべき喫緊の課題となっています。

近年、パソコンやスマートフォンの普及によりインターネットの利用時間が増加し、

更にコミュニケーションプラットフォームとなるソーシャルメディアの急速な発展

により、「個対個」のコミュニケーションや個人がソーシャルメディアにおいて様々

な発信を行うことが可能となったことも、誹謗中傷・デマの流布の深刻化に影響して

いると考えられます。

こうしたインターネットの特性と併せて、誹謗中傷には、正当な批判・表現の自由

との境界や人権侵害に当たるかの判断基準など様々な論点が絡み合う難しい問題を

含んでいるため、関係機関が連携して、被害者の負担軽減と早期の回復に向けた体制

を整備することが求められています。

このため、被害者がいずれの機関に相談をしても、被害者に寄り添った対応を行い、

適切な専門機関等へ速やかに繋げ、被害者の救済に資するための相談の手引きを作成

しました。手引を活用し県内の相談窓口の対応力を強化するとともに、引き続き、県

民の皆様や報道機関への正確で迅速な情報提供や、一層の広報・啓発により誹謗中傷

に同調しない雰囲気を醸成することで、誹謗中傷のない思いやりに溢れる“ふじのく

に”の実現を目指してまいります。

＊ 本手引は、個人への誹謗中傷による人権侵害等を対象としています。

＊ 県内の相談窓口等で相談業務にあたる皆様の業務の参考となれば幸いです。

令和２年 10 月
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改訂にあたって

長引く新型コロナウイルス感染症との闘いにより、暮らしには大きな負担がかかり、

不安な日々が続いています。

県では、静岡県新型コロナウイルスに係る「ＳＴＯＰ!誹謗中傷アクション」によ

り、誹謗中傷等の未然防止、被害の拡大防止及び被害者の救済に努めて参りましたが、

未だに、陽性者が発生した施設・学校等へ苦情が寄せられたり、医療従事者及びその

御家族に対して差別的な対応がされるなどの深刻な事例が報告されています。

全国的には、酒席に参加したスポーツ選手や公務員、時短要請に従わない店舗など

の、いわゆる“自粛ルール”を守らない人がメディアで批判され、インターネット上

での攻撃の的となりました。

長引くコロナ禍で、私たちの日常生活は、スマートフォンなどによるインターネッ

トへの接触時間が大幅に増えました。常に情報に接し、スマートフォンが手放せない

ものとなり、よりインターネットの中の意見に自分との一体感を求めてしまうことも

少なくありません。

悪意なく気軽にＳＮＳ上に発した言動や行動が、誹謗中傷や差別的対応につながる

ことがあります。誹謗中傷の種は様々なところにあり、誰もが被害者にも加害者にも

なり得ることを理解することが必要です。

誹謗中傷や差別的対応により、医療従事者やエッセンシャルワーカーなど、コロナ

禍において私たちの生命と生活を守り支えてくださる方々の尊厳が傷つけられ、離職

が増えることが懸念されています。また、誹謗中傷を恐れて検査を避けたり感染を隠

そうとする人が増えれば、感染拡大を抑えにくくなります。

不安を煽るような情報に振り回されることなく、私たち一人ひとりが正しい知識を

もつことが大切です。

令和３年７月
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新型コロナウイルス感染症を取り巻く状況

＜世界の状況＞

新型コロナウイルスは、2020 年(令和２年)１月 14 日にＷＨＯ（世界保健機関）が

確認、３月 11 日に「世界的な大流行－パンデミック－」と認識して以降、2021 年(令

和３年)７月１日 15 時時点では、世界全体の感染者数は 1億 8,215 万 3,181 人、死者

数は 394 万 6,066 人となっています。（厚生労働省公表資料より）

各国では、厳しいロックダウン（都市閉鎖）から、外出制限、夜間の外出禁止など

感染拡大の押さえ込み策に取り組みました。

この間、感染抑制の切り札として期待されるワクチンについて、複数の製薬会社に

より開発され、各国への供給が始まり、2020 年（令和２年）12 月末には、ＥＵや中

東各国でのワクチン接種が本格的になりました。

現在では、世界全体の感染者や死者の増加ペースは緩やかになっているものの、感

染者数が再び増加に転じる国もあり、パンデミックの収束に向けて変異ウイルスへの

対応や、ワクチン接種のペースの加速が課題となっています。

＜国内の状況＞

日本国内においては、2021 年（令和３年）７月１日０時時点の感染者は 799,978

人、死者数は 14,781 人となりました。2020 年（令和２年）６月以降に診断された人

の中で重症化する人の割合は、50 歳代以下で 0.3％、60 歳代以上で 8.5％となってい

ます。(厚生労働省公表資料より)

2020 年（令和２年）４月７日に国内において初めての緊急事態宣言が発令されて

以降、2021 年（令和３年）６月までに４度の感染拡大の波が発生し、３回の緊急事

態宣言やまん延防止等重点措置が実施されています。

国内のワクチン接種回数は、2021 年（令和３年）７月１日時点で、4,624 万 8,972

回、このうち医療従事者等は 1,088 万 2,527 回、一般接種（高齢者含む）は 3,536

万 6,445 回となっています。

７月末までに高齢者への接種を完了することを目指すとともに、職域接種が始まっ

ています。

■１ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響



5

＜県内の状況＞

本県においても、2020 年（令和２年）２月 28 日に第一例目が公表され、2021 年（令

和３年）７月１日時点での感染者数は 9,347 人となりました。

2021 年（令和３年）５月時点では、感染者の多くが変異型ウイルスによる感染と

なっています。

県は、県民の皆様が油断することなく、また過剰におそれることなく、適切な行動

がとれるよう「ふじのくにシステム」を導入し、「現在、どの程度の『警戒レベル』

にあるか、そのレベルにおいてはどういう『行動制限が必要か』」を発表しています。

変化が認められた場合には、「警戒レベル」を直ちに変更し、必要に応じ「静岡県実

施方針」や対応方針を見直しています。

感染対策の優先はワクチン接種であることを強く意識し、まずは高齢者について令

和３年７月末までの接種完了を達成することができるよう市町とともに取り組んで

います。



6

○新型コロナウイルス感染症に関連した主な動き 時系列まとめ

年月日 出来事

令和２年

１月６日 中国 武漢で原因不明の肺炎、厚労省が注意喚起

１月14日 ＷＨＯが新型コロナウイルス感染症を確認

１月16日 日本国内で初めて感染確認

１月30日 ＷＨＯが「国際的な緊急事態」を宣言

２月３日 乗客の感染が確認された大型クルーズ船が横浜港に入港

２月11日 ＷＨＯが新型コロナウイルス感染症の正式名称を「ＣＯＶＩＤ-19」と命名

２月13日 国内で初めて感染者死亡

２月27日 安倍首相が、全国全ての小中高校に臨時休校要請の考えを公表

３月９日 専門家会議が「３条件重なり避けて」と呼びかけ

３月11日 ＷＨＯが新型コロナウイルス感染症のパンデミックを宣言

３月13日 新型インフルエンザ特措法改正 内閣総理大臣による「緊急事態宣言」が可能に

３月15日 午前０時よりマスクの不正転売を禁止

３月24日 東京オリンピック・パラリンピック １年程度延期に

３月25日 静岡県新型コロナウイルス感染症医療専門家会議を設置

３月26日 安倍首相が特措法に基づく政府対策本部の設置を指示

４月７日 ７都府県に緊急事態宣言 「人の接触 最低７割極力８割削減を」

４月11日 国内の感染者 １日の人数としてはこれまでで最多の700人超

４月16日 「緊急事態宣言」全国に拡大、 13都道府県は「特定警戒都道府県」に

５月４日 「緊急事態宣言」５月31日まで延長

５月７日 国内の感染者 １日の人数が100人下回る

５月14日 「緊急事態宣言」39県で解除、８都道府県は継続

５月20日 夏の全国高校野球 戦後初の中止決定

５月25日 緊急事態の解除宣言 約１か月半ぶりに全国で解除

６月19日 都道府県またぐ移動の自粛要請 全国で緩和

７月３日 国内の１日の感染者 ２か月ぶりに200人超える

７月22日 「Go To トラベル」キャンペーン始まる、国内の１日の感染者795人 過去最多

７月28日 国内の死者1,000人超える（大型クルーズ船を除く）

７月29日 国内の１日の感染者 1,000人超

８月17日 ４-６月期ＧＤＰ 年率▲27.8％

８月20日 政府対策分科会 会長「流行はピークに達したとみられる」

９月18日 世界の感染者累計が3,000万人超 国別ではアメリカの約666万人が最多

９月25日 「Go To キャンペーン」10月からイベント・商店街・イートへの拡大を決定

９月29日 世界のコロナによる死者数が100万人を突破
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年月日 出来事

令和２年

10月19日 世界の感染者累計が4,000万人超 約１ヶ月で1,000万人増加

10月26日 菅義偉 新首相が就任後初の所信表明 ワクチンについて「来年前半までに全ての

国民に提供できる数量の確保」を表明

10月29日 国内の感染者累計が10万人超

11月７日 北海道で感染最多の187人 ススキノの飲食店などに営業短縮を要請

11月９日 世界の感染者累計が5,000万人超 約３週間で1,000万人増加

11月18日 全国の新規感染2,387人で初の2,000人超 静岡でも過去最多の87人

11月21日 首相、コロナ感染拡大地域で「Go To キャンペーン」新規予約の一時停止を要請

11月25日 東京都が酒類提供の飲食店とカラオケ店の営業短縮を要請

12月４日 「Go To トラベル」、「Go To イート」を来年６月まで延長

12月８日 政府、今年度３度目となるコロナ向け等の経済対策を決定

12月14日 首相、「Go To トラベル」を12/28～翌年1/11まで全国一斉に停止を発表

12月15日 政府、コロナ対策など総額21兆8,353億円の第３次補正予算案を閣議決定

12月18日 米ファイザー、コロナワクチンについて製造販売の承認を厚労省に申請

12月25日 国内で初めて変異種への感染を確認

令和３年

１月７日 首都圏４都県に緊急事態宣言（２回目）

１月８日 国内の１日あたり感染者数が過去最多の7,957人（2021年５月末現在で最多）

１月13日 緊急事態宣言対象地域に７府県を追加

１月16日 世界のコロナによる死者数が200万人を突破

１月27日 世界の感染者累計が１億人超 約１年強で大台に到達

２月２日 政府、10都府県で３月７日まで緊急事態宣言を延長 栃木県は解除

２月13日 新型インフルエンザ特措法及び感染症法の改正法が施行 まん延防止等重点措置

が可能となるとともに、国・地方公共団体の誹謗中傷対策に係る責務が明確化

２月17日 ワクチン国内接種を開始 首都圏８施設で計125人の医療従事者が接種

３月１日 首相、首都圏４都県を除く６府県で緊急事態宣言の先行解除

３月５日 政府、首都圏４都県に出している緊急事態宣言の再延長を決定 21日まで延長

３月９日 東京五輪で日本側、海外からの一般客の受け入れを断念する方針固める

３月21日 首都圏４都県で延長されていた緊急事態宣言が解除

４月５日 大阪・兵庫・宮城の３府県６市で「まん延防止等重点措置」を初適用

４月12日 東京・京都・沖縄の３都府県に「まん延防止等重点措置」を拡大

４月18日 コロナ変異株が世界で猛威 インドの１日当たり新規感染が約26万人と過去最多

４月12日 神奈川・千葉・埼玉・愛知の４県に「まん延防止等重点措置」を拡大

４月25日 東京・大阪・京都・兵庫の４都府県に３度目の緊急事態宣言 5/11まで

４月26日 国内のコロナによる死者数が１万人を突破

４月30日 世界の感染者累計が１億 5,000 万人超 約３ヶ月で 5,000 万人増加
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○本県の主な動き 時系列まとめ

（報道を参考に県民生活課作成）

５月５日 北海道と札幌市、急速な感染拡大を受け独自の医療非常事態宣言を発令

５月７日 東京・大阪・兵庫・京都の４都府県の緊急事態宣言を 31日まで延長

５月９日 北海道・岐阜・三重がまん延防止等重点措置の対象地域となり８道県に拡大

５月12日 愛知・福岡が緊急事態宣言対象地域となり６都府県に拡大

５月16日 北海道・岡山・広島が緊急事態宣言対象地域となり９都道府県に拡大 まん延防

止等重点措置には群馬・石川・熊本を追加

５月17日 ワクチン大規模接種 東京・大阪でネット予約の受付を開始

５月21日 沖縄を緊急事態宣言対象地域に追加 対象地域は 10 都道府県に拡大

５月28日 政府、10都道府県に出されている緊急事態宣言を 6/20 まで延長することを決定

５月31日 厚労省、ファイザーのワクチンについて 12～15 歳も公的予防接種対象に

年月日 出来事

令和２年

２月６日 厚労省、クルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号における感染患者を県内の感染

症指定医療機関へ受入れ要請

２月17日 静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部を設置

２月28日 県内で第１例目となる感染例を確認

３月２日 県立学校の臨時休校を決定 ３月４日から春季休業と合わせて４月５日まで

４月１日 静岡県新型コロナウイルス感染症調整本部を設置

４月８日 県立学校の臨時休校を決定 ４月 11 日から５月 10 日まで

４月17日 新型インフルエンザ特措法に基づく緊急事態措置 外出自粛等を要請

５月15日 県独自の６段階警戒レベル（ふじのくにシステム）を導入

７月17日 県内で初めてクラスターの発生を認定 県内の感染者累計が100人超

９月10日 県内の感染者累計が500人超

11月18日 県独自の６段階警戒レベル（ふじのくにシステム）とレベル毎の行動制限を発表

11月19日 県内の感染者累計が1,000人超

令和３年

１月10日 静岡県内の感染者数、過去最多の127人（2021年５月末現在で最多）

１月11日 県内のコロナによる死者数が50人を突破

１月14日 政府の基本的対処方針を踏まえ、静岡県実施方針に基づく各種対応の実施を宣言

１月18日 海外渡航歴のない静岡県在住者３名が新型コロナウイルス変異種に感染したこと

が判明 国内での市中感染例は初

１月19日 変異種への感染を受け、静岡県独自の感染拡大緊急警報を発令

２月19日 県内で医療従事者を対象としたワクチンの先行接種を開始

２月21日 県内の感染者累計が5,000人超

３月10日 県内のコロナによる死者数が100人を突破

５月17日 コロナ特措法に基づき湖西市の飲食店に営業時間短縮を要請 午後８時まで

５月26日 浜松市、市内の感染者急増を受け、独自の感染拡大警戒宣言を発令
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新型コロナウイルスは、令和２年１月 28 日に感染症法の指定感染症に指定されま

した。この感染症法は、伝染病予防法での人権侵害の教訓から、患者等の人権を尊重

しつつ、良質かつ適切な医療の提供を確保するために制定された法律です。

また、暫定措置として、新型インフルエンザ等対策特別措置法の適用対象とする改

正が行われました。これにより、政府対策本部長(内閣総理大臣)が緊急事態を宣言し、

都道府県知事が、より具体的な期間や区域を定め、不要不急の外出自粛や施設の使用

制限の要請といった緊急事態措置を講ずることができるようになりました。

参考：関東弁護士会連合会＠緊急市民講座 2020.9.17、9.18

■２ 新型コロナウイルス感染症に対する法適用

年月日 内 容

令和２年２月１日 新型コロナウイルスを指定感染症に指定（医療・差別対策）

(施行) →感染症法が適用可能に

令和２年３月 14 日 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正が施行（社会対策）

(施行) →新型コロナを暫定的に新型インフルエンザ等とみなす

(～R3.1.31) →新型インフルエンザ等特別措置法が適用可能に

→緊急事態宣言が発令できるようになった。

【感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律】(抜粋)

前文 人類は、これまで、疾病、とりわけ感染症により、多大の苦難を経験してきた。 (略)感染症の

患者等に対するいわれのない差別や偏見が存在したという事実を重く受け止め、これを教訓とし

て今後に生かすことが必要である。(略)

感染症の患者等の人権を尊重しつつ、･･･感染症に迅速かつ適確に対応することが求められてい

る。

第 16 条第 1項 厚生労働大臣及び都道府県知事は、･･･感染症の発生の状況、動向及び原因に関する情

報並びに当該感染症の予防及び治療に必要な情報を新聞、放送、インターネットその他適切な方

法により積極的に公表しなければならない。

第 16 条第 2項 前項の情報を公表するに当たっては、個人情報の保護に留意しなければならない。

【新型インフルエンザ等対策特別措置法】(抜粋) ＊令和３年２月３日改正により追加

第 13 条第２項 国及び地方公共団体は、･･･新型インフルエンザ等患者等･･･の人権が尊重され、及び

何人も差別的取扱い等を受けることのないようにするため、新型インフルエンザ等患者等に対す

る差別的取扱い等の実態の把握、新型インフルエンザ等患者等に対する相談支援並びに新型イン

フルエンザ等に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに広報その他の啓発活動を行うもの

とする。
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＜静岡県内における事例＞ (メディア報道からの抜粋)

■３ 新型コロナウイルスに係る誹謗中傷の事例整理

「感染する人は感染するなりの理由がある。緩いか

ら感染する」など SNS に書かれた。＜学校関係者＞

病院勤務を理由に、タクシーの配車や乗

車拒否にあった。

こどもが保育園の登園拒否にあった。

＜医療従事者＞

入院中の感染者の携帯電話に、

脅迫めいた電話があった。

＜感染症患者＞

ＳＮＳで、犯人探しされ、

憶測でバッシングがあっ

た。 ＜感染症患者＞

県外ナンバーの自動車

が傷つけられた。

＜県外からの来訪者＞

自宅の壁にマジックで、誹

謗中傷の言葉を書かれた。

＜感染症患者＞

感染者ではないのに、感染した

と事実無根の噂を流された。

＜感染症患者の知人＞

真偽不明の「感染者立ち寄り

先」リストに店名が掲載さ

れ、ＳＮＳに出回り、問い合

わせ電話が相次ぎ、予約のキ

ャンセルも多数発生した。

＜飲食業者＞

事実無根のデマが拡散し、無言

や嫌がらせ電話があった。

＜飲食業者＞

「店をつぶしてやる。」

「人殺し」

などと嫌がらせにあった。

＜クラスター発生店舗＞

退院後、野次馬が写真を撮りに来る。

顔写真、会社名、出身校、親・子ども

の情報がネットに出回った。

近所の人に、近寄らないでと言われ

た。

＜感染症患者＞

退院後も、

「居酒屋に飲みに行った」

「家族が自殺した」

と嘘の情報が拡散した。

＜感染症患者＞
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県内の事例を元に、新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷を、次のように分類し

ました。

事例からは、電話やＳＮＳなどを使い匿名で誹謗中傷を行ったり、車や自宅への被

害など被害者と会わずに嫌がらせ等を行う例が目立ちます。

また、実際に新型コロナウイルスに感染したり、感染する恐れがある人に対する誹

謗中傷だけでなく、全く関係のない人までが真偽不明や事実無根の情報を流布される

ことにより、誹謗中傷を受けている状況が見受けられます。

被害者は、誰かわからない相手から、そして不特定多数の人から誹謗中傷されるこ

と、さらに事実無根のデマを流された場合には自分がターゲットにされた理由もわか

らず、深く傷付き、強い不安と恐怖を感じています。

分 類 内 容（例）

電話での嫌がらせ ・感染者や店舗等に、電話で脅迫や嫌がらせの言葉を浴びせる。

ＳＮＳ等への嫌が

らせの書き込み

・ＳＮＳ上に、個人の実名や特定ができる表現を用いて、誹謗

中傷が書き込まれる。

ＳＮＳ等での個人

情報の無断掲載

・本人に無断で、ＳＮＳ上に電話番号や写真等の個人情報が掲

載され、拡散される。

・これを見聞きした不特定多数の人から嫌がらせ電話やクレー

ムを受けるようになる。

ＳＮＳ等でのデマ

の拡散

・ＳＮＳ上や地域の口コミにおいて、真偽不明の情報や事実無

根のデマが拡散される。

・これを真実と信じた不特定多数の人から嫌がらせやクレーム

を受けたり、風評被害による損失が発生してしまう。

物への被害
・県外ナンバーの車が傷つけられたり、感染者等の自宅の壁に

誹謗中傷の言葉が書かれた紙を貼られたり落書きされる。

接触を避けられる

・医療従事者やその家族などがタクシーの乗車や入店を拒否さ

れる。

・退院した感染者が、近所の人から避けられる。
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誹謗中傷自体は、新型コロナウイルス感染症の拡大にかかわらず、昔から存在し

ていました。

インターネットがなくても、住民同士のつながりが強いコミュニティでは、他人

に対する関心も高く、情報収集・発信は主に対面等による口コミで行われ、危機管

理の点では優れた面がある一方、行き過ぎると個人のプライバシーを侵害したり、

悪口・陰口を流布する要因にもなりました。

(1) インターネット上で誹謗中傷を行う人の心理

メディアリテラシーの専門家によると、インターネット上で誹謗中傷を行う人の

心理は、次のように分類できます。

芸能人等に対する誹謗中傷では「ⅰ 悪意・憎しみ」の傾向が見られますが、新

型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷については、「ⅱ 懲罰意識」が特に顕著

とのことです。

(2) コロナ禍における特性

新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷については、「コロナ禍における心理」

と「インターネット、ＳＮＳの特性」を踏まえる必要があります。

心理学やメディアリテラシーの専門家の御意見を元に次のようにまとめました。

① コロナ禍における心理

ア 見えない敵（ウイルス）に対する恐れ、不安

・14 世紀にヨーロッパでペストが大流行した際、ユダヤ人への迫害がたびたび

行われた。従来から持っている偏見や憎悪が、疫病や災害などと結び付けら

れることは歴史的にも多く見られる。

・見えない敵(ウイルス)に対する恐れや不安を遠ざけようと、特定の対象（感

染者、医療従事者等）を嫌悪の対象とする。

・わからないものを知ろうとせず恐れて遠ざけることは、誰にでも生じる心理

であるが、それにより正しく知ろうとしなくなり正しい情報を得られなくな

る。

・コロナ及び差別や偏見の報道が流れても、安全性バイアスが働くことで、「自

分は大丈夫、感染しない。差別しない。」と思いやすい。＞＞＞感染対策が浸

透しない、偏見や差別がなくならない一因である。

■４ 新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷の要因分析

ⅰ 強い悪意、憎しみ

ⅱ 悪意はないが、自分なりの正義感からの懲罰意識

ⅲ 無意識
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フィルターバブル現象：

検索サイトが、利用者の検索履歴やクリック履歴を分析・学習することで、

利用者の意思に関わらず「見たい」情報が優先的に表示され、利用者が見

たくない情報を遮断してしまうこと。

エコーチェンバー現象：

ＳＮＳで自分と似た関心興味を持つユーザーをフォローする結果、ＳＮＳ

で意見を発信すると、自分と似た意見が返ってくること。

イ 行き過ぎた同調圧力

・同調とは、「調子が同じであること。他人の主張に自分の意見を一致させる

こと」（出典：広辞苑）

・特に、日本人は「他人に迷惑を掛けてはいけない」「空気を読む」という傾

向があり同調圧力が生まれやすいと言われている。＞＞＞差別が正当化される。

・同調圧力は、他人に配慮し自身の行動を律するというプラスの面がある一方、

同調圧力が強まると、「我慢しないのは不徳」と他人への攻撃に結びつきや

すい。

・感染拡大防止のための行動自粛・我慢や、今後の社会・経済・自分や家族の

生活等への不安が、「我慢していない」「ルールに従っていない」ように見

える人に対して、いわゆる「自粛警察」に象徴されるような過激な批判や誹

謗中傷につながったとみられる。

・一方、コロナ感染を軽視する一部の集団でも同調圧力が働き、感染症対策を

しないということが生じている。このことが更に批判を生んでいる。

② インターネット、ＳＮＳの特性

ア インターネット上では「自分は正しい」と思いやすい

・インターネット上では、様々な情報に接しているつもりでも、フィルターバ

ブル現象やエコーチェンバー現象により、実際には、興味のある情報にしか

接しておらず、自分が多数派であり正しいと勘違いしやすい。＞＞＞差別が正

当化される。

イ インターネット上では、過激な議論が起こりやすい

・インターネットが持つ、同じ思考や主義を持つ者同士をつなげやすいという

特徴から、人々がインターネット上にあるひとつの意見に流されていき、最

終的に特定方向に先鋭化し、大きな流れになるという事象が起こるとの指摘

がある。（サイバーカスケード現象）

■ｃｈｅｃｋ
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・こうしたネット上の現象が、世の中の大多数の人々の意見であると勘違いさ

せる可能性もある。

ウ ネットの書き込みをしている人は、ごく一部に過ぎない

・いわゆる「炎上」についての国内での研究によると、「批判されている人を、

ネットで批判した」経験がある者は 1.1％であるとのこと。その他の研究で

も、過激なコメントは１％程度の投稿者が発する２割程度のコメントに顕著

とのことである。

・多くの人は「炎上」を、ネット上の「まとめサイト」、テレビのバラエティ

やニュース番組で認知し、知った人がさらにＳＮＳ上で拡散していくことで、

批判が増大していくことが指摘されている。

・ネットでは、自分の考えに合った内容しか見ない(出てこない)ために、一部

の書き込みをみんなが見ていると勘違いしやすい。

エ 拡散力の向上

・ＳＮＳの普及により、「シェア」、「リツイート」等で情報の拡散が容易と

なった。

・誹謗中傷をした人の多くは、無意識のうちに加担してしまったと思われる。

オ 非対面、匿名によるコミュニケーション

・デジタル空間内での非対面式のコミュニケーションと、匿名で発言できるこ

とから、他人を攻撃するというハードルが下がっていると考えられる。

・ＳＮＳは、誹謗中傷をする「場」を与えたとも言え、「ネタ」「根拠」さえ

見つければ、対象は誰でもよく自分の気分で攻撃ができるようになった。

・また、漏れ聴いた情報は、受け手にインパクトを与え、行動に影響を与えや

すいため(オーバーハードコミュニケーション)、架空の話も広がっていきや

すい。

③ その他

ア 誹謗中傷していることを自覚していない

・理性的に考えれば「感染者が退院したら温かく迎えよう」「誹謗中傷はして

はいけない」とわかっているはずだが、人は「非意識的」に行動を選択し、

ついついそうしてしまう、理性ではなく感情で行動してしまう場合がある。

・理性を取り戻してもらう必要がある。
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御意見を伺った複数の専門家のみなさまからは、共通して「誹謗中傷しているこ

とを自覚していない」ことが一番の問題であると指摘されました。

今後、広報・啓発においても、これらの人に、誹謗中傷していることを自覚して

もらう、また、誹謗中傷に加担しないよう行動を見直してもらう、という視点が重

要だと御意見をいただきました。

【新型コロナウイルスに係る誹謗中傷の特徴】

■ コロナ禍でのネットによる誹謗中傷は、人々に誹謗中傷する「場」「ネタ」「根拠」を与えたため
広がったと考える。

■ 無意識の不安、自粛や行動制限によるストレス、同調圧力により、人々のメンタルヘルスが
低下し、誹謗中傷が起きやすくなった。

■ 誹謗中傷の根本は、ネットの有無に関係なく、昔から口コミによる噂話や陰口はあった。
■ インターネットという場は、無意識、勢いで他者への攻撃をし、それを他者が認知できてしまう。
「あなたのやっていることは誹謗中傷である」と気づかせることが重要。

アドバイス : NPO法人浜松子どもとメディアリテラシー研究所理事長 長澤 弘子氏

【差別を自覚しない怖さ】

人は「非意識的に」行動を選択する。
＝ついついそうしてしまう
＝理性ではなく感情で行動してしまう

差別・偏見・誹謗中傷が相手を傷つけることは
わかっているが、いつの間にかやっている

新型コロナによる環境変化がストレスになり、攻撃性が強くなる

アドバイス：静岡県立大学短期大学部 小林佐知子教授

■コラム

■ｃｈｅｃｋ

■ｃｈｅｃｋ
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(1) 法律の適用

① 刑法

誹謗中傷は、刑事上では、以下の罪に問われる可能性があります。名誉毀損罪

と侮辱罪については、捜査機関に対する告訴が必要です。

② 民法

民事上では、損害賠償の対象となる可能性があります。裁判所に対して、損害

賠償請求の訴えをすることが可能です。

■５ 「誹謗中傷」、「プライバシー権の侵害」被害の救済例

○刑法（抜粋）

(脅迫)
第 222 条 生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者は、
二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者も、
前項と同様とする。

(名誉毀損)
第 230 条 公然と事実を摘示し、人の名誉を毀損した者は、その事実の有無にかかわらず、三
年以下の懲役若しくは禁錮又は五十万円以下の罰金に処する。

２ 死者の名誉を毀損した者は、虚偽の事実を摘示することによってした場合でなければ、罰
しない。

(侮辱)
第 231 条 事実を摘示しなくても、公然と人を侮辱した者は、拘留又は科料に処する。

(信用毀損及び業務妨害)
第 233 条 虚偽の風説を流布し、又は偽計を用いて、人の信用を毀損し、又はその業務を妨害
した者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

(威力業務妨害)
第 234 条 威力を用いて人の業務を妨害した者も、前条の例による。

○民法（抜粋）

(不法行為による損害賠償)
第 709 条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これ
によって生じた損害を賠償する責任を負う。

(財産以外の損害の賠償)
第 710 条 他人の身体、自由若しくは名誉を侵害した場合又は他人の財産権を侵害した場合の
いずれであるかを問わず、前条の規定により損害賠償の責任を負う者は、財産以外の損害に
対しても、その賠償をしなければならない。

(名誉毀損における原状回復)
第 723 条 他人の名誉を毀損した者に対しては、裁判所は、被害者の請求により、損害賠償に
代えて、又は損害賠償とともに、名誉を回復するのに適当な処分を命ずることができる。
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・ プロバイダ等は、送信防止措置を講じていない場合でも、同法に規定する免責

要件に該当していれば、権利侵害された者に対する損害賠償責任を負わない

・ プロバイダ等は、権利を侵害する情報に送信防止措置を講じた場合でも、同法

に定める免責要件に該当していれば、発信者に対する損害賠償責任を負わない

③ 憲法

プライバシー権の根拠は、憲法第 13 条の解釈により、保障される基本的人権

であると考えられています。その侵害は民法上の不法行為となり、損害賠償請求

が可能です。

一方で、ＳＮＳ等での発信については、憲法第 21 条の表現の自由も配慮する

必要があります。

④ プロバイダ責任制限法

プロバイダ責任制限法は、不特定の者によって受信されることを目的とする電

気通信の送信によって、特定個人の民事上の権利侵害があった場合について、プ

ロバイダ等の「損害賠償責任の制限（第３条）」と「発信者情報の開示（第４条）」

について規定するものです。

インターネットでのウェブページや電子掲示板など不特定の者により受信す

るものが対象で、１対１で通信する電子メールは対象外となります。また、不特

定の者が受信するものであっても、放送にあたるものは放送法等での規律がある

ため対象外です。

ⅰ プロバイダ等による送信防止措置

同法３条は、プロバイダ等が他人の権利を侵害する情報に関して、送信防止措

置を行わなかった場合・行なった場合のそれぞれの免責要件を規定したものです。

プロバイダ等の責任範囲を明確化することにより、プロバイダ等による適切な

対応（削除等）を促しています。

プロバイダ等に対する情報の削除を求める権利を定めたり、プロバイダ等に

削除を義務付けるものではありません。

○憲法（抜粋）

第 13 条 すべての国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の

権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要

とする。

第 21 条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。

■ｃｈｅｃｋ
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国が法による制度整備をする一方で、プロバイダ等の事業者団体は、誹謗中傷

の書き込みを禁止事項とし、これに反する場合の削除等を規定する約款のモデル

の掲示、具体的に削除すべき事例や参照すべき裁判例を示したガイドラインを作

成するなど、自主的な取組を行っています。

ⅱ 発信者情報開示請求

被害回復の手段として匿名の発信者に対して損害賠償請求訴訟を行う場合、発

信者を特定する必要があるため、同法第４条によりプロバイダ等に対して「発信

者情報開示請求」を行うことが可能となりました。

○ プロバイダ責任制限法：

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（抜粋）

(損害賠償責任の制限)

第３条 特定電気通信による情報の流通により他人の権利が侵害されたときは、当該特定電気

通信の用に供される特定電気通信設備を用いる特定電気通信役務提供者(以下この項におい

て「関係役務提供者」という。)は、これによって生じた損害については、権利を侵害した情

報の不特定の者に対する送信を防止する措置を講ずることが技術的に可能な場合であって、

次の各号のいずれかに該当するときでなければ、賠償の責めに任じない。ただし、当該関係

役務提供者が当該権利を侵害した情報の発信者である場合は、この限りでない。

一 当該関係役務提供者が当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が侵害さ

れていることを知っていたとき。

二 当該関係役務提供者が、当該特定電気通信による情報の流通を知っていた場合であって、

当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が侵害されていることを知ること

ができたと認めるに足りる相当の理由があるとき。

２ 特定電気通信役務提供者は、特定電気通信による情報の送信を防止する措置を講じた場合

において、当該措置により送信を防止された情報の発信者に生じた損害については、当該措

置が当該情報の不特定の者に対する送信を防止するために必要な限度において行われたもの

である場合であって、次の各号のいずれかに該当するときは、賠償の責めに任じない。

一 当該特定電気通信役務提供者が当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利

が不当に侵害されていると信じるに足りる相当の理由があったとき。

二 特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者から、当該権

利を侵害したとする情報(以下この号及び第四条において「侵害情報」という。)、侵害さ

れたとする権利及び権利が侵害されたとする理由(以下この号において「侵害情報等」とい

う。)を示して当該特定電気通信役務提供者に対し侵害情報の送信を防止する措置(以下こ

の号において「送信防止措置」という。)を講ずるよう申出があった場合に、当該特定電気

通信役務提供者が、当該侵害情報の発信者に対し当該侵害情報等を示して当該送信防止措

置を講ずることに同意するかどうかを照会した場合において、当該発信者が当該照会を受

けた日から七日を経過しても当該発信者から当該送信防止措置を講ずることに同意しない

旨の申出がなかったとき。
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プロバイダ等は、発信者情報開示請求を受けた場合、原則として開示するかど

うかについて発信者の意見を聞かなければならないと規定されています。ただし、

発信者と連絡することができない場合や特別の事情がある場合には、発信者の意

見を聞かなくてもよいと規定されています。

開示対象の範囲は、総務省令で定める以下の情報です。

○プロバイダ責任制限法：

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（抜粋）

(発信者情報の開示請求等)

第４条 特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者は、次の各

号のいずれにも該当するときに限り、当該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備を

用いる特定電気通信役務提供者(以下「開示関係役務提供者」という。)に対し、当該開示関

係役務提供者が保有する当該権利の侵害に係る発信者情報(氏名、住所その他の侵害情報の

発信者の特定に資する情報であって総務省令で定めるものをいう。以下同じ。)の開示を請

求することができる。

一 侵害情報の流通によって当該開示の請求をする者の権利が侵害されたことが明らかで

あるとき。

二 当該発信者情報が当該開示の請求をする者の損害賠償請求権の行使のために必要であ

る場合その他発信者情報の開示を受けるべき正当な理由があるとき。

２ 開示関係役務提供者は、前項の規定による開示の請求を受けたときは、当該開示の請求に

係る侵害情報の発信者と連絡することができない場合その他特別の事情がある場合を除き、

開示するかどうかについて当該発信者の意見を聴かなければならない。

３ 第一項の規定により発信者情報の開示を受けた者は、当該発信者情報をみだりに用いて、

不当に当該発信者の名誉又は生活の平穏を害する行為をしてはならない。

４ 開示関係役務提供者は、第一項の規定による開示の請求に応じないことにより当該開示の

請求をした者に生じた損害については、故意又は重大な過失がある場合でなければ、賠償の

責めに任じない。ただし、当該開示関係役務提供者が当該開示の請求に係る侵害情報の発信

者である場合は、この限りでない。

【開示範囲】

・発信者の氏名又は名称

・発信者の住所

・発信者の電話番号 【令和２年８月 31 日追加】

・発信者の電子メールアドレス

・侵害情報に係るＩＰアドレス

・携帯電話端末等の利用者識別符号

・ＳＩＭカード識別番号

・タイムスタンプ（侵害情報が送信された年月日及び時刻）
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ＳＮＳには、見たくない投稿を見ないようにするための「ブロック」や「ミ

ュート」機能があり、サービスによって、名称や操作方法が異なります。

＜例１＞Twitter
「ブロック機能」ツイートを見せる相手を限定します。

「ミュート機能」アカウントをブロックせずに、そのアカウントからの通知

またはタイムラインでのツイートを非表示にします。また、特定のキーワ

ードを非表示にします。

＜例２＞LINE
「ブロック機能」友だちになった相手とのつながりを拒否する方法として、

ブロック機能を提供しています。ブロックしても相手には伝わりません

が、相手からのトークや通話を受信することはできなくなります。

参考：(一社)ソーシャルメディア利用環境整備機構 HP

(2) 救済手段の例

① 警察への名誉毀損・侮辱や脅迫・殺害予告などの通報、告訴

ＳＮＳ上に誹謗中傷の書き込みがされたり、脅迫など身の危険を感じる場合や

業務妨害をされたなどの被害があった場合は、警察署に通報、告訴することによ

り、必要に応じて捜査が行なわれ、違法性の有無の判断を踏まえた適切な措置が

講じられます。

② インターネットの記事のプロバイダへの削除要請

ほとんどのプロバイダ等は利用規約を設け、プライバシーの侵害や差別的な書

き込み等を禁止し、これらに違反する情報をプロバイダ等が削除することができ

る旨や、削除依頼の方法を定めています。まずは、各プロバイダ等の利用規約を

確認しましょう。

また、サービスによっては、問題のある書き込みを通報・報告できる場合があ

ります。

総務省の違法・有害情報相談センターでは、具体的な削除要請方法のアドバイ

スを行っています。法務省の人権擁護機関（法務局）では、御本人が削除要請す

ることが困難な場合や、御本人が削除要請したが応じない場合に、削除要請をす

ることができる場合があります（ただし強制力はありません）。

＜注意＞

・掲示板上などの公開された場所で削除依頼をするサービスでは、依頼した人の

氏名やメールアドレスが掲載されてしまう場合があるので注意しましょう。

・削除される前に、書き込みや画像などを証拠として保存しておきましょう。

・基本的に、プロバイダ等から削除の連絡はないので、削除されたかどうかは自

分で確認しましょう。

■コラム
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「人権侵害行為」は、人権を「違法に」侵害する行為、すなわち違法行為で

あり、具体的には、憲法の人権規定に抵触する公権力等による侵害行為のほか、

私人間においては、民法、刑法その他の人権にかかわる法令の規定に照らして

違法とされる侵害行為がこれに当たることになります。

ある行為が「人権侵害行為」に当たるかどうかは、具体的な事案での個別判

断になりますので、その限界事例を含めて一般的に説明することは性質上難し

いものです。 参考：法務省ＨＰ

③ 損害賠償請求

本人自身が又は弁護士に依頼して、相手に損害賠償請求を行うことも可能です。

しかし、前提として相手の住所・氏名が必要となるため、インターネットでの匿

名の記事に対しては、プロバイダ等に開示請求を行う必要があります。

本人が行う場合、開示請求の方法がわからない場合には、総務省違法・有害情

報相談センターがウェブフォーム（http://www.ihaho.jp/ ）のみで相談を受け

付けています。

ただし、違法・有害情報相談センターに相談した場合でも、技術上の理由等に

よって特定できない場合もあります。また、時間が経過するほど特定することが

困難となるため、早めの相談を勧めています。

④ 人権相談や人権侵害被害の申告

法務省の人権擁護機関に人権相談や人権侵害被害を申告することで、人権侵犯

の疑いがある事案について、必要に応じて調査（任意）を行い、侵犯事実の有無

を判断することができます（調査結果によっては、侵犯事実が認定できない場合

もあります）。

侵犯事実の有無の判断を踏まえ、必要に応じて適切な救済措置が講じられます。

発信者情報開示請求の実務においては、発信者を特定することが技術的に困

難な場面の増加や、開示請求前にログが消去されてしまう等により、発信者の

特定に至らない場合が課題となっていました。

併せて、実務上、発信者情報がプロバイダ等から任意で開示されることが少

ないことから、被害者は裁判により請求手続をすることが一般的になっていま

す。そして、その手続きに多くの時間・コストを要するため、結果的に請求を

断念せざるを得ないという問題も指摘されています。

こうした課題に対して、総務省は有識者会議の意見を踏まえ、被害者の救済

が円滑に行われるため、発信者情報の開示対象を拡大（発信者の電話番号を追

加）する省令改正を令和２年８月に行いました。

一方で、発信者情報の開示に係る新たな裁判手続の制度化については、悪質

な投稿をした加害者を迅速に特定するため新たな裁判手続きを創設し、現在の

情報開示訴訟より被害者の負担を軽くすることが検討されています。

■コラム

■ｃｈｅｃｋ

http://www.ihaho.jp/
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救済手段１(人権侵害) 法務省・法務局・地方法務局

■人権相談から問題解決までの流れ
・国の機関として中立公正な立場で、経験豊富な職員や人権擁護委員が相談に応じます。
・手続きに費用はかかりません。

■インターネットの書き込みによる人権侵害に対する救済

出典：法務省ＨＰ

＊法務省の人権擁護機関である法務局・地方法務局では、インターネット上にプライバシー侵

害に当たる悪質な書き込みがなされたとして被害者等から相談を受けた場合、プロバイダ等に

対して、削除を依頼する方法や発信者情報の開示を請求する方法など事案に応じた適切な助言

を行っているほか、被害者自ら被害の回復を図ることが困難であるような場合には、表現の自

由に配慮しつつ、プロバイダ等に対して削除要請を行っています。
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【インターネット上の誹謗中傷の書き込みの法的な性格】
インターネット上の誹謗中傷の書き込みの法的な性格としては、他人の権利を侵

害する情報(違法情報)に該当するものと、法的には必ずしも権利侵害に含まれない

もの(有害情報)とがある。(略)

＊ それ単体では一見権利侵害に当たらない個別の誹謗中傷の書き込みであっても、

特定の者が継続して大量に書き込みを行うことや、多数の者が書き込みを行うこ

とにより結果として大量の書き込みが行われることにより、社会的受忍限度を超

える結果として、違法情報と評価されることもあり得る。

出典：「インターネット上の誹謗中傷への対応の在り方に関する緊急提言(2020.8)

プラットフォームサービスに関する研究会(総務省)

救済手段２(インターネット被害) 総務省（違法・有害情報相談センター）

（出典：総務省「SNS 上での誹謗中傷への対策に関する取組の大枠について」）

＊違法・有害情報相談センターは、インターネット上の違法・有害情報に対し適切な対応を

促進する目的で、関係者等からの相談を受け付け、対応に関するアドバイスや関連の情報提

供等を行う相談窓口です。当センターでは、サイト管理者等への削除依頼の方法等に関する

相談を受け付けていますので、削除依頼の方法がわからない場合には、当センターへご相談

ください。 出典：総務省ＨＰ

■ｃｈｅｃｋ



24

＜参考１＞ プロバイダ責任制限法第４条の概要 ～発信者情報開示請求権

出典：総務省「SNS 上での誹謗中傷への対策に関する取組の大枠について(2020.7)」

IPアドレス

インターネット

コンテンツ・プロバイダ
（サイト運営者・管理者）

経由プロバイダ
（インターネット・サー
ビス・プロバイダ）

インターネットに接続する機器に
割り振られるアドレス、インター
ネット上の住所のような役割

webコンテンツやオンラインサービ
スを提供する事業者
（例：SNS、電子掲示板、ポータル
サイト、検索サービス、ニュース配
信、動画配信・・・）

発信者

○インターネットの仕組みと「発信者情報開示請求」の流れ（例）

誹謗中傷は、webコンテンツやオン
ラインサービス上に投稿される

コンテンツ・プロバイダに対して、
「発信者情報開示請求」を行うこと
となる。

コンテンツ・プロバイダが、通
信ログから、発信者のIPアドレ
ス、端末やSIM識別番号等を調査
し、所有する情報が開示される。

経由プロバイダに対して、「発信
者情報開示請求」を行う。

→経由プロバイダが判明する。

経由プロバイダが、発信者の氏名、
住所、電話番号を開示し、発信者
が特定される。

(書き込みをしている人)

○手続きの順番

①②③

発信者がインターネットに接
続する際に契約するプロバイ
ダ（例：電話会社系、CATV系、
ADSL、光回線、専業・・・）



25

＜参考２＞ プロバイダ責任制限法改正の動き

令和３年４月 21 日、改正プロバイダ責任制限法が、参院本会議で全会一致で

可決、成立しました。

今後、実務運用等を定める規則等の整備がなされ、早ければ、１年～２年後に

は運用開始となります。

これまで、誹謗中傷を行った人を特定するためには、ＳＮＳ等のコンテンツ事

業者と、誹謗中傷を行った人が使った通信事業者（プロバイダー）の２段階のス

テップで、発信者情報の開示を求める必要があり、手続きに時間を要していまし

た。

今回の改正で、１つの新たな裁判手続きで、投稿者の情報開示を求めることが

できる制度が創設されました。これにより、投稿者の情報開示までに要する手間

と時間が短縮されることが見込まれます。

また、従来問題となっている開示手続き中に発信者情報を消去されてしまう保

管期間の問題も、裁判所は、事業者に誹謗中傷を行った人の情報を消さないよう、

消去禁止命令を出すことも可能になります。

手続き中にプロバイダ等が投稿者の意見を聴取できる仕組みも取り入れ、投稿

者側の権利保護にも配慮し、裁判所の判断に異議がある場合には通常訴訟に移行

させることもできるようになっています。
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＜参考３＞ インターネット上の違法・有害情報の流通状況

＜参考４＞ 他機関からの紹介(相談者数ベース) 違法・有害情報センター

n=792件 ＜令和元年度＞

出典：インターネット上の違法・有害情報対応相談業務等報告書(概要版)

・「その他の公的機関」(13.8%)

と「消費生活関連相談窓口」

(13.6%)を合わせると約 3 割と

なる。これらから、相談が始ま

っていることが窺われる。

⇒相談の入口として、相談者の声

を受け止め、適切に専門機関へ

つなぐことが必要
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気軽に発せられる悪意のない言動が、誹謗中傷や差別的行動につながり、感染対策

にも影響を与える可能性があります。正しい知識と情報をもとに行動することが大切

です。

「新型コロナウイルス感染症の“いま”に関する 11 の知識」 出典：厚生労働省ＨＰ

■６ 新型コロナウイルス感染症の“いま”に関する 11の知識
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針(抜粋)(令和３年５月 28 日)

新型コロナウイルス感染症対策本部決定（政府）

予防接種

・ 予防接種については、予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律(令和２年

法律第 75 号)による改正後の予防接種法に基づく臨時接種の特例として、厚

生労働大臣の指示のもと、都道府県の協力により市町村において実施するこ

と。

・ 予防接種は最終的には個人の判断で接種されるものであるから、予防接種に

当たっては、リスクとベネフィットを総合的に勘案し接種の判断ができる情

報を提供することが必要であること。(以下略)

県でも、ワクチン接種を推奨しておりますが、接種を受けること

は義務ではなく、個人の意思で決めるものです。病気など様々

な理由によって接種できない場合もあります。

接種していない方に対して、誹謗中傷や差別的対応をするこ

とのないよう、理解を深めることが重要です。
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シトラスリボンプロジェクト

コロナ禍で生まれた差別、偏見を耳にした愛媛の有志がつくったプロジェク

トです。愛媛特産の柑橘にちなみ、シトラス色のリボンや専用ロゴを身につい

て、「ただいま」「おかえり」の気持ちを表す活動を広めています。リボンや

ロゴで表現する３つの輪は、地域と家庭と職場(もしくは学校)です。

「ただいま」「おかえり」と言いあえるまちなら、安心して検査を受けるこ

とができ、ひいては感染拡大を防ぐことにつながります。また、感染者への差

別や偏見が広がることで生まれる弊害も防ぐことができます。感染者が「出た」

「出ない」ということ事体よりも、感染が確認された“その後”に的確な対応

ができるかどうかで、その地域のイメージが左右されると考えます。コロナ禍

のなかに居ても居なくても、みんなが心から暮らしやすいまちを今こそ、コロ

ナ禍の“その後”も見据え、暮らしやすい社会をめざしませんか？

出典：ＨＰ「Citrus Ribbon PROJECT」

■コラム
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本編 相談を受けたら
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誹謗中傷は、一旦トラブルが発生すると、想像を超えるような残酷で暴力的な

表現に過激化し、その内容が拡散することにより、被害が拡大します。

誹謗中傷は他人を傷つけるものであり、場合によっては損害賠償問題や名誉毀

損罪になる可能性があります。対策の検討に当たっては、何か１つの方策で全てが

解決できるという性質のものではありません。

一人で悩みを抱え込まず、専門の窓口に相談することが必要です。
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(1) ただちに対応が必要な場合

l 脅迫又は殺害予告や爆破予告等直接危害が及ぶおそれがある場合には、速や

かに最寄の警察署に相談しましょう。

l 今すぐ警察官に駆けつけてもらいたいような緊急の対応が必要なときは、緊

急通報用電話「110 番」で通報しましょう。

(2) (1)以外の場合

l 誹謗中傷に対して、感情的になって１つ１つリアルタイムに反論し過ぎない

ことを心がけましょう。一時的な感情による嫌がらせの場合も多いので、冷

静になり、しばらく静観して様子を見てみるのも対処法のひとつです。

l 特定のメールアドレスや電話番号からしつこく嫌がらせが続くようであれば、

着信拒否の設定やメールアドレスの変更を検討しましょう。

l 書き込みのあったＳＮＳのアドレス等を控えるとともに、書き込みをプリン

トアウトするなどして、内容を保存するようにしましょう。

l プリントアウトが困難な場合にはカメラで撮影するなどして保存しましょう。

l 各ＳＮＳサービスにおいて、ルール違反の投稿に対する「通報」や「お問い

合わせ」等による削除依頼の方法を利用規約で確認しましょう。

l 続くようであれば書き込みをする人に歯止めを掛けるためにも、「法的手段

を取らせていただく。」などのメッセージを発出するのも効果的と言われて

います。

◎ 希望する対応手段によって、それぞれの専門の窓口に相談しましょう。

→ 「４ 主な相談窓口」 及び

→ 「５ 誹謗中傷・人権侵害に関する相談・情報受付窓口一覧」を参照

１ 誹謗中傷への対応策(被害を受けた方へのアドバイス)
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相談が寄せられた場合には、次の点に留意して、被害を受けた人への対応・助言・

案内を行う必要があります。

◎ 聞き取り

■ 相談者の気持ちに寄り添い（受容・共感）、相談者の話を傾聴しましょう。

■ 内容の整理をしようと焦るのではなく、まずは「大変でしたね」などと温かい言

葉を掛けながら聞き役に徹し、相談者のペースに合わせましょう。

■ 丁寧な聞き取りに努め、相談者に対し常に公正真摯な対応を心掛け、相談者との

信頼関係を築きましょう。

■ 相談者の真意を聞き取り、事実の把握に努めましょう。

◎ 助言

■ 「誹謗中傷や差別は絶対に許さない」という姿勢、「相談していいんだ(迷惑を

掛けてもいい)」と思えるような雰囲気で、相談者の置かれている状況や立場を

理解し、わかりやすい言葉で助言、情報提供をしましょう。

■ 状況に応じて、他の相談員、職員と相談・協議をするなど、よりよい助言、情報

提供を行い公正な相談対応に努めましょう。

■ 名誉毀損にあたるか否か、などの法的な問題の判断は安易に行わず、適切な相談

窓口を案内しましょう。

◎ 連携・案内

■ 国、県、市町、関係団体等と連携して相談に応じ、相談内容を聞き取った上で、

適切な相談窓口を案内しましょう。

◎ その他

■ 秘密・プライバシーの保持を厳守します。

２ 相談対応の心得
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３ 相談対応の流れ

聞き取り・助言

○ 名誉毀損にあたるか否かなどの法的な問題の判断
は安易に行わず、聞き取った内容から適切な相談
窓口を案内する。

(相談窓口例)
・ 総務省違法・有害情報相談センター
・ 法務省人権相談
・ 静岡県弁護士会

新型コロナウイルス何でも無料電話相談
など

○ 相談の内容の確認を行う。

（方法）

・寄り添い、傾聴

・事実の確認

・温かい言葉(「大変でしたね。」等)

・誹謗中傷や差別は絶対に許さないという姿勢

・“相談していい”雰囲気

相談者が相談窓口へ相談

他の相談窓口との連携・案内
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【ワクチン接種に関する相談】

分類例 相談内容 相談先（例示）

人権侵害全般 人権侵害されたので相談をしたい。 → 静岡県人権啓発センター

インターネット上
の匿名投稿へ
の対応

人権侵害を行った者への改善要請、
本人に代わりプロバイダ等への削除依
頼して欲しい。

→ 法務省(人権相談)
→ 法務局・地方法務局

参照 救済手段１（22 ページ）

書き込み等への対応や削除要請方
法、その他トラブルに関する対応方法
を教えて欲しい。

→ 総務省(違法・有害情報センター)
参照 救済手段２（23 ページ）

刑事対応 犯罪としての検挙を望む。 → 県警ふれあい相談室＃9110
→ 最寄の警察署

損害賠償請求
など
民事上の問題

法的解決や法的助言を望む。
法制度を教えて欲しい。
損害賠償請求、裁判をしたい。

→ 静岡県弁護士会、法テラス
→ 静岡県司法書士会

職場でのトラブ
ル 職場でのトラブルの相談をしたい。

→ 労働相談
→ 会社内のコンプライアンス相談
→ 静岡県弁護士会、法テラス

分類例 相談内容 相談先（例示）

ワクチン全般 ワクチンに関する相談
→ 厚生労働省新型コロナワクチン

コールセンター
→ お住まいの市町コールセンター

ワクチン接種に
係るトラブル

ワクチン接種を受けないことで、
会社からの不当な扱いを受けた。

→ 労働組合
→ 労働相談（県民生活センター）
→ 静岡県弁護士会、法テラス
→ 静岡県司法書士会

施設や学校で差別的な扱いを受け
た。 → 施設等を監督する行政機関

４ 主な相談窓口
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＜参考５＞ 総務省資料 相談窓口のご案内
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＜参考６＞ インターネット上の誹謗中傷に関する民間の動き

出典：総務省「SNS 上での誹謗中傷への対策に関する取組の大枠について(2020.7)」
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【誹謗中傷】

【人権侵害】

５ 誹謗中傷・人権侵害に関する相談・情報受付窓口一覧

名称 内容 運営機関 相談方法 相談可能日時 対応

誹謗中傷

ホットライン

インターネット上の

誹謗中傷に関する相

談の受付

（個人からの相談受

付に限る）

(一社）セーフ

ァーインター

ネット協会

インターネット：

https://www.saferi

nternet.or.jp/hibo

uform/

24 時間受付

・本人に代わり

プロバイダ等

への削除依頼

・人権等の相談

機関紹介

・警察への通報

助言

名称 内容 運営機関 相談方法 相談可能日時 対応

みんなの人権

110 番

人権全般に関する相

談窓口

法務省

電話：0570-003-110

月～金曜日

8:30～17:15

*祝祭日を除く

・関係機関の紹

介、法律上の

助言

・当事者間の関

係調整

・人権侵害を行

った者への改

善要請

・本人に代わり

プロバイダ等

への削除依頼

子どもの人権

110 番

子どもの人権問題全

般に関する相談窓口
電話：0120-007-110

月～金曜日

8:30～17:15

*祝祭日を除く

女性の人権

ホットライン

女性の人権問題全般

に関する相談窓口
電話：0570-070-810

月～金曜日

8:30～17:15

*祝祭日を除く

外国語人権相

談ダイヤル

日本語を自由に話す

ことができない方か

らの人権問題全般に

関する相談窓口(10

言語対応)

電話：0570-090-911

月～金曜日

9:00～17:00

*祝祭日を除く

法務省インタ

ーネット人権

相談受付窓口

人権全般に関する相

談窓口

インターネット：

https://www.jinken

.go.jp

24 時間受付

静岡県人権啓

発センター

人権全般に関する相

談窓口
静岡県 電話：054-221-3330

月～金曜日

9:00～16:30

*祝祭日を除く

・傾聴、助言、

アドバイス

・専門機関等の

案内

https://www.jinken.go.jp
https://www.jinken.go.jp
https://www.jinken.go.jp
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【インターネット上の違法情報・有害情報・トラブル】

名称 内容 運営機関 相談方法
相談可能

日時
対応

違法・有害情

報相談センタ

ー

インターネット上の

違法情報・有害情報

への対応に関するア

ドバイスや関連の情

報提供を行う相談窓

口

総務省

受託：㈱メデ

ィア開発総研

インターネット：

https://www.ihaho.

jp/guide/index.htm

l

24 時間受付

・書き込み等へ

の対応や削除

要請方法、そ

の他トラブル

に関する対応

方法を案内

インターネッ

ト・ホットラ

インセンター

インターネット上の

違法情報に関する情

報の受付

警察庁

受託：(一社）

セーファーイ

ンターネット

協会

インターネット：

http://www.interne

thotline.jp/

24 時間受付

・警察への通報、

プロバイダ等

への削除依頼

・関係機関等へ

の情報提供等

・フィルタリン

グ事業者への

情報提供

セーフライン

インターネット上の

違法情報・有害情報

に関する情報の受付

(一社）セーフ

ァーインター

ネット協会

インターネット：

https://www.safe-l

ine.jp/report/

24 時間受付

・プロバイダ等

への削除要請

・警察への通報

サイバー犯罪

に関する情報

提供受付

サイバー犯罪に関す

る情報の受付
静岡県警

インターネット：

http://www.pref.sh

izuoka.jp/police/k

urashi/higai/cyber

/cyber-02.html

24 時間受付

・県警内での情

報共有

・警察活動への

反映

不正アクセス

１１０番

サイバー犯罪に関す

る相談の受付
静岡県警 電話：054-255-3180

月～金

8時 30 分～

17 時 15 分

*祝祭日を除く

・県警内での情

報共有

・警察活動への

反映

インターネッ

ト安全・安心

相談

インターネット上の

トラブル解決を支援

するＷｅｂサイト

（個別の相談には応

じず）

警察庁 － -

・事例に応じた

相談機関の案

内

・防止策等のア

ドバイス
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【法律相談】

【県民相談】

名称 内容 運営機関 相談方法 相談可能日時 対応

新型コロナウ

イルス何でも

無料電話相談

新型コロナウイルス

に係る休業手当、失

職、国からの助成金、

事業者向けの融資制

度等の相談窓口

静岡県

弁護士会

※事前申込み制

電話：054-204-1999

インターネット：

https://www.s-beng

oshikai.com/corona

virus/

(電話)

月～金曜日

9:00～12:00

13:00～17:00
*祝祭日を除く

(インターネット)
24 時間受付

・法的解決

・法的助言

無料電話相談
司法書士による無料

電話相談

静岡県

司法書士会
電話：054-289-3704

月～金曜日

14:00～17:00

*祝祭日を除く

・法的解決

・法的助言

法テラス・

サポート

ダイヤル

法的な悩み（法的な

ものか分からないと

いう悩みも含めて）

の受付

日本司法支援

センター

法テラス

電話：0570-078-374

インターネット：

https://www.houter

asu.or.jp/madoguch

i_info/index.html

(電話)

月～金曜日

9:00～21:00

土曜日

9:00～17:00

*祝祭日を除く

(インターネット)

24 時間受付

・法制度紹介や

関係機関、専

門機関の案内

・法テラスが行

っているサー

ビスの案内

名称 内容 運営機関 相談方法 相談可能日時 対応

県民相談

民事的事案（相続、

離婚、金銭貸借な

ど）に関する相談

窓口

賀茂広域消費

生活センター
電話：0558-24-2199

月～金曜日

9:00～12:00

13:00～15:00

*祝祭日を除く

・窓口案内

・弁護士、司法

書士による法

律相談

(事前予約制)

東部県民生活

センター
電話：055-951-8205

月～金曜日

9:00～16:00

*祝祭日を除く

中部県民生活

センター
電話：054-202-6008

西部県民生活

センター
電話：053-453-2199
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【ワクチンに関する相談】

【その他相談機関】

名称 内容 運営機関 相談方法 相談可能日時 対応

厚生労働省

新型コロナ

ワクチンコー

ルセンター

ワクチンに関する

相談窓口
厚生労働省 電話：0120-761770

日本語･英語･

中国語･韓国語･

ポルトガル語･

スペイン語

：9時 00 分～

21 時 00 分

タイ語

：9時 00 分～

18 時 00 分

ベトナム語

：10 時 00 分～

19 時 00 分

・新型コロナ

ワクチンに

関する案内、

情報提供等

名称 内容 運営機関 相談方法 相談可能日時 対応

県警ふれあい

相談室

事件事故や犯罪被

害に関する相談、

要望、意見の受付

静岡県警

電話：＃9110

054-254-9110

ＦＡＸ：054-252-7910

24 時間受付

・県警内での情

報共有

・警察活動への

反映

労働相談

労働条件、雇用、

勤労者福祉、

労働組合に関する

相談窓口

東部県民生活

センター

電話：0120-9-39610

（携帯電話:
055-951-9144） 月～金曜日

9:00～12:00

13:00～16:00

*祝祭日を除く

・労働問題に関

する助言、情

報提供

・弁護士による

法律相談

(事前予約制)

中部県民生活

センター

電話：0120-9-39610

（携帯電話：
054-286-3208）

西部県民生活

センター

電話：0120-9-39610

（携帯電話：
053-452-0144）

こころの

電話

こころの健康や

精神医療、

アルコール、薬物、

思春期等の相談窓

口

静岡県精神

保健福祉

センター

伊豆地域にお住まいの方

電話：0558-23-5560

月～金曜日

8:30～11:45

13:00～16:30

*祝祭日を除く

・問題解決に繋

がるアドバイ

ス・寄り添い

東部地域にお住まいの方

電話：055-922-5562

中部地域にお住まいの方

電話：054-285-5560

西部地域にお住まいの方

電話：0538-37-5560

若者こころの

悩み相談窓口

こころの悩みを抱

える若者またはそ

の家族の相談窓口

静岡県

障害福祉課
電話：0800-200-2326 24 時間対応

・問題解決に繋

がるアドバイ

ス・寄り添い

24 時間子供

ＳＯＳダイヤ

ル

子どもや保護者等

の、いじめの問題

や子どもの悩みに

ついての相談窓口

静岡県

教育委員会
電話：0120-0-78310 24 時間対応

・問題解決に繋

がるアドバイ

ス・寄り添い
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☆御助言・御意見をいただきました専門家のみなさま

NPO 法人浜松子どもとメディアリテラシー研究所理事長 長澤 弘子氏

静岡県立大学短期大学部教授 小林 佐知子氏

静岡大学教授
静岡県人権啓発センター長 根本 猛氏

静岡大学准教授 塩田 真吾氏

常葉大学教授 佐瀬 竜一氏

(順不同)

☆作成協力

静岡県人権啓発センター

静岡地方法務局

静岡県弁護士会
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令和３年７月改訂

静岡県くらし・環境部県民生活局県民生活課

〒420－8601 静岡市葵区追手町９－６

電話番号(054)221－2175 FAX 番号(054)221－2642

E-ｍail shohi@pref.shizuoka.lg.jp


